




○種類株式の配当の状況
普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る1株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。
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１．当中間期の連結業績等に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

　　　当中間連結会計期間の連結経営成績につきましては、以下のとおりとなりました。

　　　経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金及び金融商品販売手数料の減少等により、

　　前中間連結会計期間に比べ２億32百万円減少し、98億99百万円となりました。

　　　経常費用は、営業経費は減少したものの与信関係費用の増加等により、前中間連結会計期

　　間に比べ、７億92百万円増加し、80億２百万円となりました。

　　　この結果、当中間連結会計期間の経常利益は、前中間連結会計期間に比べ、10億23百万円

　　減少し、18億97百万円となり、親会社株主に帰属する中間純利益は、前中間連結会計期間に

　　比べ、４億24百万円減少し、13億43百万円となりました。

（２）連結財政状態に関する定性的情報

　　　当中間連結会計期間の連結財政状態につきましては、以下のとおりとなりました。

　　　総資産は、前連結会計年度末に比べ、88億72百万円増加し、7,815億98百万円となりました。

　　　預金は、個人預金の増加等により前連結会計年度末に比べ、91億38百万円増加し、7,252億

　　20百万円となりました。

　　　貸出金は、中小企業貸出や個人ローン等を中心に増強を図りましたが、前連結会計年度末に

　　比べ、７億70百万円減少し、5,719億50百万円となりました。

　　　有価証券は、前連結会計年度末に比べ、55億31百万円減少し、1,003億81百万円となりまし

　　た。

（３）連結業績予想に関する定性的情報

　　　平成28年５月10日に公表しました業績予想に変更はありません。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　　　該当事項はありません。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 　（会計方針の変更）

　　　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

　　　取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当中間連結会計期間に適用し、平成28

　　　年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

　　　変更しております。

　　　　なお、当中間連結会計期間において、中間連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 　（会計上の見積りの変更）

　　　　退職給付に係る会計処理における、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数につ

　　　いて、従来、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）で費用処理しておりましたが、

　　　平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当中間連結会計期間より費用処理年数を10年に変更

　　　しております。

　　　　これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当中間連結会計期間の経常利益、税

　　　金等調整前中間純利益は、それぞれ62百万円減少しております。

（３）追加情報

　　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

　　　３月28日）を当中間連結会計期間から適用しております。
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（４）継続企業の前提に関する注記

　　　該当事項はありません。
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